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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１電極と、
　前記第１電極に対向する第２電極と、
　前記第１電極および前記第２電極との間に挟まれ、かつ前記第１電極および前記第２電
極のいずれにも電気的に接続された積層体とを具備し、
　前記積層体は、ＳｒＴｉＯ3層と金属層とが交互に積層されてなり、
　前記ＳｒＴｉＯ3層および前記金属層が、前記第１電極と前記第２電極とが対向する方
向に対して角度θで傾斜しており、
　前記角度θが１０°以上４０°以下であり、
　前記金属層が、Ａｌ、Ｃｕ、Ａｇ、またはＡｕからなり、
　前記金属層の厚み：前記ＳｒＴｉＯ3層の厚みの比が９８：２から９０：１０までの範
囲内にあり、
　前記対向する方向に対して垂直方向に温度差を印加することによって、前記第１電極お
よび前記第２電極を介して電力を取り出す、熱発電デバイス素子。
【請求項２】
　前記金属層が、Ｃｕ、Ａｇ、またはＡｕからなる、請求項１に記載の熱発電デバイス素
子。
【請求項３】
　前記金属層が、ＣｕまたはＡｇからなる、請求項２に記載の熱発電デバイス素子。
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【請求項４】
　第１電極と、
　前記第１電極に対向する第２電極と、
　前記第１電極および前記第２電極との間に挟まれ、かつ前記第１電極および前記第２電
極のいずれにも電気的に接続された積層体とを具備し、
　前記積層体は、ＳｒＴｉＯ3層と金属層とが交互に積層されてなり、
　前記ＳｒＴｉＯ3層および前記金属層が、前記第１電極と前記第２電極とが対向する方
向に対して角度θで傾斜しており、
　前記角度θが１０°以上４０°以下であり、
　前記金属層が、Ａｌ、Ｃｕ、Ａｇ、またはＡｕからなり、
　前記金属層の厚み：前記ＳｒＴｉＯ3層の厚みの比が９８：２から９０：１０までの範
囲内にあり、
　前記対向する方向に対して垂直方向に温度差を印加することによって、前記第１電極お
よび前記第２電極を介して電力を取り出す、熱発電デバイス素子の製造方法であって、前
記製造方法は以下の工程を包含する：
　ＳｒＴｉＯ3層と金属層とを交互に積層してなる積層構造体を得る積層構造体形成工程
、
　前記積層構造体の積層方向に対して傾斜する面で前記積層構造体を切り出して前記積層
体を得る積層体切り出し工程、
　前記積層体に前記第１電極および前記第２電極を形成する電極形成工程。
【請求項５】
　第１電極と、
　前記第１電極に対向する第２電極と、
　前記第１電極および前記第２電極との間に挟まれ、かつ前記第１電極および前記第２電
極のいずれにも電気的に接続された積層体とを具備し、
　前記積層体は、ＳｒＴｉＯ3層と金属層とが交互に積層されてなり、
　前記ＳｒＴｉＯ3層および前記金属層が、前記第１電極と前記第２電極とが対向する方
向に対して角度θで傾斜しており、
　前記角度θが１０°以上４０°以下であり、
　前記金属層が、Ａｌ、Ｃｕ、Ａｇ、またはＡｕからなり、
　前記金属層の厚み：前記ＳｒＴｉＯ3層の厚みの比が９８：２から９０：１０までの範
囲内にある熱発電デバイス素子から、前記第１電極および前記第２電極を介して電力を取
り出す発電方法であって、前記発電方法は以下の工程を包含する：
　前記対向する方向に対して垂直方向に温度差を印加する、温度差印加工程。
【請求項６】
　前記金属層が、Ｃｕ、Ａｇ、またはＡｕからなる、請求項５に記載の発電方法。
【請求項７】
　前記金属層が、ＣｕまたはＡｇからなる、請求項６に記載の発電方法。
【請求項８】
　支持板と、前記支持板上に設けられた複数個の熱発電デバイス素子と、を具備し、
　ここで、前記各熱発電デバイス素子は、請求項１に係る熱発電デバイス素子であり、
　隣接する２つの前記熱発電デバイス素子の一端を電気的に接続する各接続電極によって
前記複数個の熱発電デバイス素子が電気的に直列に接続されており、
　電気的に直列に接続されている前記複数個の熱発電デバイス素子の２つの終端には、そ
れぞれ取り出し電極が接続されており、前記支持板の法線方向に沿って温度差が印加され
ることによって、前記取り出し電極を介して電力が取り出される、熱発電デバイス。
【請求項９】
　支持板と、前記支持板上に設けられた複数個の熱発電デバイス素子とを具備し、
　ここで、前記各熱発電デバイス素子は、請求項１に係る熱発電デバイス素子であり、
　各熱発電デバイス素子の両端をそれぞれ電気的に接続する２つの取り出し電極によって
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前記複数個の熱発電デバイス素子が電気的に並列に接続されており、前記支持板の法線方
向に沿って温度差が印加されることによって、前記取り出し電極を介して電力が取り出さ
れる、熱発電デバイス。
                                                                        
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は熱エネルギーから電気エネルギーへの直接変換を行う熱発電デバイス素子に　
関する。
【背景技術】
【０００２】
　熱発電は、物質の両端に印加された温度差に比例して起電力が生じるゼーベック効果を
利用し、熱エネルギーを直接電気エネルギーに変換する技術である。この技術は、僻地用
電源、宇宙用電源、軍事用電源等で実用化されている。　従来の熱発電デバイス素子は、
キャリアの符号が異なるｐ型半導体とｎ型半導体を組み
あわせ、熱的に並列に、かつ電気的に直列につないだ、いわゆるπ型構造と呼ばれる構成
となっている。
【０００３】
　熱電変換デバイスに用いられる熱電変換材料の性能は性能指数Ｚまたは絶対温度
をかけて無次元化された性能指数ＺＴで評価される事が多い。
【０００４】
　ＺＴは、物質のＳ＝ゼーベック係数、ρ＝電気抵抗率、κ＝熱伝導率、を用いて、Ｚ　
Ｔ＝Ｓ2Ｔ／ρκで記述される量である。また一方で、ゼーベック係数Ｓと電気抵抗　率
ρだけを考慮したＳ2／ρはパワーファクターと呼ばれ、温度差を一定とした場合　の熱
電材料の発電性能の良否を決定する基準となる。
【０００５】
　現在、熱電変換材料として実用化されているBi2Ｔｅ3は、ＺＴが１程度、パワーファク
ターが４０～５０μＷ／ｃｍＫ2であり、現状では比較的高い特性を持つが、それでも通
常のπ型のデバイス構成にした場合には発電性能はあまり高くなく、より多くの用途での
実用に足るほどには至っていない。
【０００６】
　一方、π型以外のデバイス構成として、自然あるいは人工的に作られた積層構造にお　
ける熱電気特性の異方性を利用したものが古くから提案されている（非特許文献１を　参
照）。
【０００７】
　しかし、非特許文献１によれば、このようなデバイスではＺＴの改善が見られないこ　
とから、熱発電用途ではなく、主に赤外線センサなど測定用途への応用が想定された　開
発が行われている。
【０００８】
　また、類似の構造を有するものとして、基板上にＦｅＳｉ2系の熱電材料と、厚さが　
１００ｎｍ以下のＳｉＯ2等の絶縁材料を、縞状に交互に配列させた熱電変換材料が　特
許文献１に開示されている。
【０００９】
　特許文献１によれば、このような微細構造を有する熱電材料は、主な構成材料である　
ＦｅＳｉ2系材料の単独の特性と比較して、微細構造の効果でゼーベック係数が向上　す
るものの、絶縁物質を含有するために導電率が低下する。すなわち電気抵抗率ρが　増大
するので、熱発電デバイス素子の内部抵抗の増大につながり、結果として負荷を　通じて
外部に取り出せる電力が小さくなってしまう。
【００１０】
　他に、積層構造を有する熱電材料としては、半金属、金属、または合成樹脂からなる層
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状体を備えた熱電材料が特許文献２に開示されている。これは、従来のいわゆるπ型のデ
バイス構成において、層状体の積層方向に温度差を印加し、同方向に対向するように配置
された電極を介して電力を取り出す構成が適用対象となっており、本質的には非特許文献
１に開示されているデバイス構成とは異なる。
【特許文献１】特開平６－３１０７６６号公報
【特許文献２】国際公開第００／０７６００６号パンフレット
【非特許文献１】ＴＨＥＲＭＯＥＬＥＣＴＲＩＣＳ　ＨＡＮＤＢＯＯＫ，Ｃｈａｐｔｅｒ
　４５，ＣＲＣ　Ｐｒｅｓｓ（２００６）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　　前述の通り、従来の熱電デバイスでは、より多くの用途で実用に足るだけの十分な　
発電性能を得ることができない。本発明者等は実用的な性能を持つ熱電変換デバイス　実
現のため、積層体を有するデバイス構成に関して鋭意研究を重ねてきた結果、金属　とＳ
ｒＴｉＯ3からなる積層体の、層方向を電極の対向方向に対して傾斜させたデバ　イスに
おいて、ＳｒＴｉＯ3単独と比較して電気抵抗率が抑制され、かつ発電特性が　大幅に向
上するという意外な知見を見出し、この知見に基づいて本デバイスの発明に　至った。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　　前記従来の課題を解決するために、本発明の熱発電デバイス素子は、第１電極および
第２電極と、ＳｒＴｉＯ3と金属が交互に積層されてなる積層体とからなり、前記第１電
極および第２電極の対向方向に対して該積層体の層の向きが傾斜するよう電気的に接続さ
れ、前記電極の対向方向に対して垂直方向に温度差を印加するような配置を取るように構
成される。
【発明の効果】
【００１３】
　　本発明の熱発電デバイス素子によれば、積層体を構成する金属およびＳｒＴｉＯ3　
の厚さの比および積層体の層の向きと電極の対向方向とがなす傾斜角度を適切に選択　す
ることで構成材料単独の性能を大きく超える高い発電特性が得られる。これにより　従来
の性能を超える熱発電が可能となり、実用的な熱発電デバイス素子が実現する。　すなわ
ち熱と電気とのエネルギー変換の応用を促進させるものであり、本発明の工業　的価値は
高い。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　以下本発明の実施の形態について、図面を参照しながら説明する。
【００１５】
　（実施の形態１）
　図１は、本発明の実施の形態１における熱発電デバイス素子の構成を示した図である　
。
【００１６】
　図１において、平行に配置された第１電極１１と第２電極１２によって積層体１３を　
挟んだような構成で熱発電デバイス素子が形成されている。積層体１３はＳｒＴｉＯ　3

層１４と金属層１５が交互に積層されて構成され、その層に平行な方向１６は電極　の対
向方向１７に対して角度θだけ傾斜している。
【００１７】
　積層体１３を構成する熱電材料層SrTiO3層は電子キャリアが導入されており、その　場
合のキャリア数としては3×１０20（ｃｍ-3）程度が望ましい。電子キャリアの導　入方
法としてはＳｒＴｉＯ3層を構成するストロンチウムを価数が３＋として安定な　ランタ
ンなどの希土類元素などで置換する方法、またはチタンをニオブやバナジウム　などの価
数が５＋として安定な元素で置き換える方法や意図的に酸素元素を欠損させ　て電子キャ
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リアを材料内に導入する方法などがある。
【００１８】
　このように構成された熱発電デバイス素子を駆動する際に温度差を印加する、すなわ　
ち温度勾配が生じる方向１８は電極の対向方向１７に対して直交しており、発生した　電
力は第１電極１１と第２電極１２を介して取り出される。具体的には図２に示した　よう
に、熱発電デバイス素子２１の電極を配置しない一方の面に高温部２２を、他方　の面に
低温部２３を密着させて熱発電デバイス素子に対して温度差を印加する。この　構成にお
いて、温度勾配が生じる方向２４は図２に示したように電極の対向方向に対　して垂直と
なる。
【００１９】
　π型構造を有する従来の熱発電デバイス素子では、温度差を印加する方向に対して平　
行方向だけに起電力が生じ、垂直方向に起電力が生じることは無い。詳細は後述する実施
例で述べるが、本発明者等は様々な条件を検討し最適化することにより、積層体１３の層
に平行な方向１６と電極の対向方向１７とがなす角度、およびＳｒＴｉＯ3層１４と金属
層１５の厚さおよびその比と熱発電性能の関係を詳細に調べて行く過程で、上記条件を適
切に設定することにより本発明の熱発電デバイス素子において予想外に大きな熱発電性能
が得られることを見出した。
【００２０】
　本発明の熱発電デバイス素子における第１電極１１および第２電極１２は電気伝導の良
い材料であれば特に限定されない。具体的にはＣｕ、Ａｇ、Ｍｏ、Ｗ、Ａｌ、Ｔｉ、Ｃｒ
、Ａｕ、Ｐｔ、Ｉｎ等の金属またはＴｉＮ、スズ添加酸化インジウム（ＩＴＯ）、ＳｎＯ

2等の窒化物または酸化物が良い。また、はんだや導電性ペーストを用いることもできる
。
【００２１】
　積層体１３を構成する金属層１５は熱伝導率κが高く、かつ電気抵抗率が小さいもの　
が良い。具体的にはＣｕ、Ａｇ、Ａｕ、Ａｌあるいはこれらの材料からなる合金であ　る
が、この中でもＣｕ、Ａｇ、Ａｕが好ましく、ＣｕとＡｇが特に好ましい。
【００２２】
　本発明の熱発電デバイス素子の作製方法を図３を参照しながら説明する。
【００２３】
　積層体１３を構成する積層構造体は、例えば金属３２の箔にＳｒＴｉＯ3層１４を堆　
積したものを交互に重ねて圧力をかけ、またさらに熱も加えて圧着成形して作製する　こ
とができる。積層体を作製する方法については特に限定されない。
【００２４】
　次に、以上のようにして作製した積層構造体を切り出し、板状の積層体１３に加工す　
る。この際、図３の破線に示したように積層の向きが板状の積層体１３の表面に対し　て
所望の傾斜角度となるよう、切り出し範囲３３を設定する。必要があれば切り出し　た積
層体１３に研磨処理を行っても良い。その後、板状の積層体１３の、傾斜方向の　一対の
端面の一部あるいは全面に第１電極１１および第２電極１２を設けることによ　り、本発
明の熱発電デバイス素子を得ることができる。
【００２５】
　本デバイスを構成する積層体１３における金属層１５とＳｒＴｉＯ3層１４の厚みの　
比は９９：１から７０：３０の範囲にあることが好ましい。この理由は、後述する実　施
例２からも理解されるように、この範囲外であると、パワーファクター（Ｓ2／ρ　）の
値が十分大きくならないからである。また、積層体１３の層に平行な方向１６と　電極の
対向方向１７とがなす角度θは５°から６０°の範囲にあるように作製するこ　とが好ま
しく、１０°から４０°であることがより好ましい。この理由は、後述する　実施例１か
らも理解されるように、５°未満または６０°を超えると、パワーファク　ター（Ｓ2／
ρ）の値が十分大きくならないからである。
【００２６】
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　金属層１５を基体としてＳｒＴｉＯ3層１４の薄膜を作製する際の作製方法は特に限　
定いないので、スパッタ法、蒸着法、レーザーアブレーション法、化学的気相成長法　な
どの気相成長によるもの、ゾルゲル法などによる溶液から薄膜を作成する方法やバ　ルク
体を研磨して薄くする方法などが適用可能である。
【００２７】
　第１電極１１および第２電極１２の作製方法は、蒸着法、スパッタ法などの気相成長の
他に、導電性ペーストの塗布、めっき、溶射、はんだによる接合など様々な方法を用いる
ことができる。
【００２８】
　（実施の形態２）
　図４は本発明の実施の形態２における熱発電デバイスの構成を示した図である。
【００２９】
　図４で示したのは、実施の形態１と同様の手順で作製される板状の積層体を、接地電極
４３を介して電気的に接続して平板状に構成したものである。このように構成される熱発
電デバイスを用いて適用面積を大きくすることにより、全体としてより多くの発電量を得
ることができる。
【００３０】
　本デバイスにおける接続電極４３は電気伝導の良い材料であれば特に限定されない。具
体的にはＣｕ、Ａｇ、Ｍｏ、Ｗ、Ａｌ、Ｔｉ、Ｃｒ、Ａｕ、Ｐｔ、Ｉｎ等の金属またはＴ
ｉＮ、スズ添加酸化インジウム（ＩＴＯ）、ＳｎＯ2等の窒化物や酸化物が良い。また、
はんだや導電性ペーストを用いることも可能である。作製方法は、蒸着法、スパッタ法な
どの気相成長の他にめっき、溶射など様々な方法を用いることができる。
【００３１】
　このようにして作製される熱発電デバイスを駆動する際は、平板状のデバイスの一方の
面に高温部、他方の面に低温部を密着して熱流を生じさせることによって温度差を　印加
する。熱流から本デバイスによって変換された電力は取り出し電極４４を介して外部に取
り出すことができる。
【００３２】
　本実施の形態における熱発電デバイスを構成するにあたり、積層体は接続電極４３を介
して電気的に直列に接続する他に、図５に示すように電気的に並列に接続しても良い。積
層体を直列に接続する利点は、電力を取り出す際の電圧を大きくすることにある。
【００３３】
　積層体を並列に接続すると、熱発電デバイス全体の内部抵抗を小さくすることの他に接
続電極４３による電気的な接続が一部断線してもデバイス全体としての電気的な接続を保
つことにも利点がある。すなわち、これら直列および並列接続を適切に組み合わせる（例
えば、図５を参照）ことによって、高い発電能力を有する熱発電デバイスを構成すること
ができる。
【００３４】
　（実施例）
　以下、本発明のより具体的な実施例を説明する。
【００３５】
　（実施例１）
　ＳｒＴｉＯ3層１４と金属の積層体１３として、幾つかの金属材料を用いて本発明の　
熱発電デバイス素子を作製した。金属とＳｒＴｉＯ3の積層体は、図３に示すように　、
金属箔の両面にSrTiO3薄膜を形成して得られたＳｒＴｉＯ3／金属箔／ＳｒＴｉ　Ｏ3のシ
ートを重ね合わせて加熱しながら圧着することにより作製した。
【００３６】
　第１電極１１および第２電極１２にはチタンを接着層として挟んだＡｕを用いた。ま　
ず１００ｍｍ×１００ｍｍ、厚さ９５μｍの金属箔の両面にゾルゲル法によりＳｒＴ　ｉ
Ｏ3の前駆体からなる酸化物薄膜を形成した。電子キャリアの導入にはストロンチ　ウム
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をランタンで置換して行った。LaドープＳｒＴｉＯ3前駆体はＳｒ（ＣＨ3ＣＯ　2）2・１
／２Ｈ2Ｏ、Ｔｉ（ＯＣ4Ｈ9）4およびＬａ2Ｏ3を原子両論比を用い　てＳｒ：Ｌａ:Ｔｉ
＝０．９８：０．０２：１となるように秤量混合し、酢酸・メタ　ノールで溶解した。さ
らにエチレングリコールを添加し、得られた溶液を３００℃程　度まで加熱して粘性を高
めた後に金属箔に塗布して乾燥させた。
【００３７】
　得られた積層体を５ｍｍ×５０ｍｍの大きさに切断して短冊状の小片を得た。金属箔と
しては、金、銀、銅、アルミの各種金属材料の素材の箔を用いた。同様の工程を繰り返し
た後、この小片を２００枚重ね合わせ、積層方向に１００ｋｇ／ｃｍ2の荷重をかけなが
ら１０-4Ｐａの減圧下において５００℃で１時間の加熱を行い、Ｓｒ0.98La0.02ＴｉＯ3

の結晶化を行うと同時に各小片の圧着を行った。圧着後、おおよそ５ｍｍ×５０ｍｍ×２
０ｍｍの積層構造体を得た。この積層構造体に対して、切削研磨を行い、３ｍｍ×４８ｍ
ｍ×２０ｍｍの積層構造体を得た。
【００３８】
　積層断面を走査電子顕微鏡にて観察したところ、金属層が約９５μｍ、ＳｒＴｉＯ3が
約５μｍの厚さで周期的に積層しているのを確認した。またＳｒＴｉＯ3においてエネル
ギー分散型X線元素分析を行ったところ、Sr：La:Ti＝０．９８：０．０２：１で構造体が
形成されていることが判明した。
【００３９】
　こうして得られた積層構造体に対して、ダイヤモンドカッターを用いた切削加工で積層
周期に対して図３に示したように１０°間隔の角度で傾斜をつけて平板状に切り出した。
平板の厚みは１ｍｍとし、幅３ｍｍで長さ２０ｍｍの平板を０°から９０°までの範囲の
各傾斜角度（θ）に対して作製した。その後スパッタ法により長辺の両端にチタンを接着
層として用いたチタン-金からなる電極を形成し、図１に示したような構造のデバイスを
作製した。作製した試料に対して発電性能の評価を行った。
【００４０】
　図２に示すように平板デバイスの片側をヒータで１５０℃に加熱し、もう片側を水冷で
３０℃に冷却して端子間の起電圧と電気抵抗を測定した。銀箔を用いて２０°傾斜させた
デバイスの場合、起電圧１３５ｍＶで抵抗は０．８５ｍΩであった。これよりパワーファ
クターは２５０μＷ／ｃｍＫ2と見積もられた。同様の手順で、各金属材料を用いた傾斜
角度の異なるデバイスの性能を測定したところ、表１の結果となった。
【００４１】
【表１】

【００４２】
　以上の結果から、各金属材料に関してほぼ共通に傾斜角度が５°～６０°の時に、現在
実用化されているBi2Ｔｅ3用いた素子の2倍程度以上の優れたデバイス特性が得られるこ
とが判った。特に金属材料として、銀あるいは銅を用いた場合、他の金属に比べて性能が
高いことが確認された。
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　（実施例２）
　実施例１と同様の手法で、銀と銅の金属材料を用いて金属の厚みの異なる積層デバイス
を構成した。傾斜角度は２０°に固定し、金属箔の厚みを７０μｍ、８０μｍ、８５μｍ
、９０μｍ、９５μｍ、９８μｍ、９９μｍと変化させて全体の積層周期が１００μｍと
なるＳｒＴｉＯ3との積層構造を作製した。
【００４４】
　この際のＳｒＴｉＯ3の割合はそれぞれ３０％、２０％、１５％、１０％、５％、２％
、１％である。2０°の平板状に切り出して作製した厚み１ｍｍ、幅３ｍｍ、長さ２０ｍ
ｍの熱発電デバイス素子のパワーファクターの測定結果は表２のようになった。ＳｒＴｉ
Ｏ3の厚みの比により性能が左右され、５％付近で最も良い性能であることが確認された
。またこの傾向は銀についても銅についても同じ傾向であった。
【００４５】
【表２】

【００４６】
　(実施例３)
　金属箔として２０μｍの銅箔を用い、実施例１と同様の手法で積層デバイスを構成した
。２０μｍのＣｕ箔の両面に、ＳｒＴｉＯ3薄膜を０．１２５μｍから４μｍまで膜厚変
化させて形成、加熱圧着し、その結果ＳｒＴｉＯ3層厚が０．２５μｍ、０．５μｍ、１
μｍ、２μｍ、４μｍ、８μｍのＣｕ／ＳｒＴｉＯ3積層構造を作製した。切り出し角度
を５°から５０°まで設定してデバイスを作製し、パワーファクターを測定したところ、
表３の結果が得られた。
【００４７】
　この結果、ＳｒＴｉＯ3層厚に関して０．２５μmから８μmの範囲で優れたデバイス性
能が得られたことが確認された。これは全体の積層周期におけるＣｕ：ＳｒＴｉＯ3の比
が９９：１から７０：３０の範囲にある時に好ましい結果となることを示したものであり
、特に２０：１（ＳｒＴｉＯ3層の割合が約５％）近傍の時に最も優れた性能が得られて
いる。
【００４８】
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【表３】

【００４９】
　この結果と実施例２の結果と併せて考えると、積層デバイスの性能は金属層の厚みやSr
TiO3層の厚みの絶対値に依るのではなく、全体の積層周期におけるＳｒＴｉＯ3層の厚み
の割合に依存していることが判る。また傾斜角度に関しては、５°から５０°の範囲の中
でも特に１０°～４０°の際に１５０μＷ／ｃｍＫ2を超えることが確認され、現在実用
化されているBi2Ｔｅ3用いた素子の３倍程度以上の高性能熱発電デバイス素子が実現した
。
【００５０】
　（実施例４）
　実装面積をより広くし、さらに多くの発電量を得るために、金属４２、接続電極４３、
取り出し電極４４としてＣｕを用いた、図４に示したような熱発電デバイスを作製した。
【００５１】
　ＣｕとＳｒＴｉＯ3からなる積層体は実施例１と同様の手順で作製した。Ｃｕが２０μ
ｍ厚でＳｒＴｉＯ3が１μｍ厚、すなわちＣｕとＳｒＴｉＯ3の積層方向の厚さの　比が１
００：５になるように積層体を構成し、かつ傾斜角は２０°とした。積層体の　寸法は長
さ５０ｍｍ×幅３ｍｍ×厚さ０．５ｍｍとしたものを合計１５個作製した。また、接続電
極４３および取り出し電極４４のＣｕは厚さ０．５ｍｍの板を使用した　。
【００５２】
　作製した１５個の積層体をアルミナからなる支持体４６上に１ｍｍ間隔で配列し、接続
電極４３および取り出し電極４４は銀ペーストを用いて電気的に直列接続した。この際、
熱流による起電力が相殺されないよう、図４に示したように隣り合う積層体の傾斜構造は
互いに逆向きになるように配置し、約６０ｍｍ×６０ｍｍの熱発電デバイスを作製した。
取り出し電極４４間の抵抗値を測定したところ、０．０６Ωであった。
【００５３】
　以上の手順で作製した本実施例の熱発電デバイスの発電特性を評価した。支持体４６を
裏面から水冷し、低温部とした。本デバイスの他方の面に高温部となるセラミックヒータ
ーを密着させた。このような構成で低温部を２５℃、高温部を４０℃に保持したところ、
開放端起電力は１．２Vとなり、パワーファクターを見積もると２３９μＷ／ｃｍＫ2とい
う高い値が得られた。この結果、本デバイスから最大６Ｗの電力を取り出すことができた
。
【産業上の利用可能性】
【００５４】
　本発明にかかる熱発電デバイス素子は、優れた発電特性を有しており、自動車や工場か
ら排出される排ガスなどの熱を用いた発電機として利用可能である。また、小型の携帯発
電機などの用途にも応用できる。
【図面の簡単な説明】
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【００５５】
【図１】本発明の実施の形態１における熱発電デバイス素子の構成を示した図
【図２】本発明の実施の形態１における熱発電デバイス素子を駆動する際の構成を示した
図
【図３】本発明の実施の形態１における積層構造体に切削加工を行う際の切り出し範囲の
例を示した図
【図４】本発明の実施の形態２における熱発電デバイスの構成を示した図
【図５】本発明の実施の形態２における熱発電デバイスの構成を示した図
【符号の説明】
【００５６】
　１１　第１電極
　１２　第２電極
　１３　積層体
　１４　ＳｒＴｉＯ3層
　１５　金属層
　１６　層に平行な方向
　１７　電極の対向方向
　１８　温度勾配が生じる方向
　２１　熱発電デバイス素子
　２２　高温部
　２３　低温部
　２４　温度勾配が生じる方向
　３１　ＳｒＴｉＯ3

　３２　金属
　３３　切り出し範囲
　４１　ＳｒＴｉＯ3

　４２　金属
　４３　接続電極
　４４　取り出し電極
　４５　支持体
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